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企業は巨大なパワーを 持っており， またその パ 

ヮ 一の使い方に 対する信頼が 失われていること 

は確かであ る・だが，本稿の 分析結果からすれ 

ば，株主に よ るチェックなど 機能するはずもな 

い・それよりも 何よりも，わずか 数十の金融機 

関 が巨大株主となっているわが 国大企業におい 

て，株主の支配 力 を積極的に肯定することは ， 

金融寡頭支配，金融帝国を 作ることになること 

を，論者たちは 気づいていない．近年のヤマハ 

等の同族が支配者となっている 企業の有様を 見 

た時，株主権 力を認め，同族支配を 続けさせて 

い くつもりであ ろうか． 

誰のための会社か ， 何のための経済活動かが 

問われねばならないことには 誰も異存がないで 

あ ろう・ Corporate Governance の問題は重要 

であ ることは言うまでもない．だが 株式会社で 

あ るから株主のものであ り，株主によるチェッ 

クが必要であ り，株主への 配当を高めよ ， とい 

うのは日本大企業の 所有構造を知らぬ 者の短絡 

であ る・企業権 力の問題は，市場の 観点と共に， 

現代大企業の 性格，役割の 観点から，株主にと 

ってかわるものは 何かを考慮することを 中心に 

考えていかねばならなくなってきているのであ 

る ． 
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企業内技術移転に 関する一考察 

同 位 官 札 

I. 序 

日本企業の海外直接投資は ， 1980 年代後半以 

降急速に拡大し 新たな局面を 迎えた． これに 

伴って，製造企業の 海外事業展開も 加速化し ， 

海外生産の持つ 意味が高まってきた．多くの 企 

業が新たに海外生産子会社を 設立した - 方で ， 

早くから海外生産を 行っていた企業も 既存の生 

産拠点の戦略上の 位置づけを再検討する 必要に 

迫られた． また， 1980 年代は，世界の 海外直接 

投資の額が世界貿易の 伸び率を上回って 拡大し 

た時期であ った． 日本以外の国の 企業にとって 

も ，海外生産は 戦略上の重要な 問題であ ったの 

であ る 1,   

企業が海外直接投資によって 海外生産活動を 

展開する際には ，本国親会社の 有形，無形の 経 

営資源が海覚に 移転されることになる． その経 

営資源の中でも ， 国際的な競争優位をもたらす 

技術をどのように 海外子会社に 移転するのかと 

いう問題は， 海外生産活動の 成果に重要な 意味 

を持つ． 

しかし 従来の国際的な 技術移転の議論では ， 

こうした企業内技術移転のプロセスは ，十分に 

取り上げられてはこなかった． 例えば， 

Ro, 。 nberg [1982] は，マクロ経済的な 国の経 

済厚生の観点から 技術移転の持つ 意味を論じた 

が， そこでは主に 企業家の自発的な 模倣や熟練 

労働者の移民を 通じた技術の 普及過程が論じら 

れ，多国籍企業が 技術移転の主体となるという 

考え方は十分ではなかった． 

また， 1970 年代後半以降の 多国籍企業論の 中 

心的位置を占めている 内部 ィヒ の理論では， 海外 

市場へのアクセスの 手段として，独立した 企業 

間の技術ライセンス 契約と海外直接投資による 

海外生産の着手とが 代替的な手段として 考え ろ 

れている． そこでは，技術の 内容が複雑になる 

ほど，技術を 供与される側が 情報の遍在のため 

に技術の適正な 価値を評価できなくなり ，技術 

ライセンス市場の 失敗が起こりやすくなると 考 

えられている [Teece, 1986]. また，供与した 

技術が覚部に 漏洩してしまうリスクも 無視でき 

ないとされる [Rugman, 1981]. このような場 

合には，市場を 通じた技術ライセンス ( 企業間 

の技術移転 ) ではなく，海外直接投資 ( 企業内 

技術移転 ) が選好されることになる・ その方が 

技術を移転するコストが 小さくてすむためであ 

る． しかし こうした議論では 企業内技術移転 

のプロセスに 踏み込むことはあ まりなかった． 

しかし現実には ，多国籍企業による 企業内技 

術 移転は自動的・ 円滑に行われているわけでは 

ない． それは，企業側の 意図的な努力を 必要と 

するプロセスであ る． また，技術は 長期間にわ 

たって蓄積され ，その間に内容の 変化を伴うも 

のであ る． したがって，技術移転の 問題も海外 

子会社の設立時のみに 限定される静態的な 問題 

ではなく，長い 時間のかかる 動態的な問題とし 

て捉えなければならない． 本稿では，企業内校 

術 移転プロセスのこのような 側面を捉えるため 

の理論的前提を 提示する・そして ，韓国・台湾 

に進出した日系部品 メ 一ヵ一の技術移転の 現実 
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がそれによってどのように 説明できるのかを 示 

してみたい・ 

D. 企業の多国籍化と 技術移転 

1 . 仝集成長の一環としての 多国籍化と経営資 

源の蓄積・展開 

一国の内部でのみ 活動していた 企業が，海外 

でも事業活動を 展開していくプロセスは 企業多 

国籍化のプロセスとして 捉えられる．製造企業 

の場合，多国籍化によって 生産という中心機能 

まで海外展開していくこととなる． こうした多 

国籍化は，企業の 活動領域の地域的拡大であ り   

本業の深耕や 事業の多角化などと 並ぶ企業成長 

の 一 形態であ る [ 衣笠。 1979], それは， 1960 年 

代 までの世界経済を 支配し伝統 自 りな多国籍企 

業論の対象となった 巨大規模の米国系多国籍企 

業に限られた 問題ではなく ，現代企業に 広く共 

通した問題であ る胴木， 1987]. 

企業成長を捉える 上 アキ ー となる概念は ，経 

営資源の概俳であ る [ 吉原 他 ， 1981; 伊丹， 1984; 

岡本， 1985]. 企業は， 自らが保有している 未利 

用資源を活用する 機会を求めていろいろな 方向 

に成長を遂げていく． そして，事業活動の 展 

開 ・経験を通じた 結果として新しい 経営資源が 

獲得・蓄積され ，それがまた ， さらなる成長の 

原動力として 投下されることとなる 円 en,ose, 

1959 」 

この経営資源という 概念を用いると ，多国籍 

化の最初のプロセスは ，本国で蓄積された 経営 

資源の海外への 移転として捉えられるい 宮 ， 

1975; 吉原 他 ， 1988]. この場合，経営資源の 中 

でも特に，企業に 国際的な競争優位をもたらす 

資源が重要であ る．海外子会社は 現地企業と上 ヒ 

べると，現地の 商慣行やニーズなどの 情報がう 

まく人手できなかったり ，現地政府や 消費者か 

ら差別的な待遇を 受けやすいなどの 不利を負っ 

ているが， こうした不利を 克服する上での 強み 

は， 本国から移転される 経営資源によって 与え 

られるからであ る [Hymer, 1960; 岡本， 1987]. 

しかし企業成長の 一環としての 多国籍化は ， 

この ょ うに海外子会社の 設立をもって 終了する 

わけではない・ 本国親会社はもちろん ，海外子 

会社でも事業活動を 通じて新たな 経営資源が蓄 

積されて い く． こうした経営資源が 新たな国際 

的競争優位を 与えるものであ れば，それを 国境 

を 超えて再配分して ，企業の競争上の 地位を高 

める試みが行われるであ ろう・その際には ，本 

国から海外への 経営資源の移動に 加えて，海外 

子会社から本国や 他の事業拠点に 資源が移転す 

る 可能性まで考えられる [ShuSaandKuwada, 

1988; 吉原 他 ， 1988]. 

以上のような 国境を超えた 経営資源の蓄積・ 

展開プロセスの 中で ， 特に重要な役割を 果たす 

のは，情報や 知識といった 無形の経営資源であ 

る ・ そこには，作業マニュアルや 行動規則，生 

産現場の技術的問題解決のノウハウ ，企業組織 

内の人間関係を 規定する独特の 風土，組織にお 

いて優先すべき 価値を伝える 文化などが含まれ 

る [ 桑田， 1987]. こうした無形の 経営資源は， 

蓄積するのに 長 い 時間を必要とする 固定的経営 

資源であ る・ しかも本質直りに 市場を通じての 購 

入が困難な性質を 持っため，競争優位の 根源と 

なると考えられる [ 吉原 他 ， 1981; 伊丹， 1984; 

岡本， 1985]. さらに， こうした無形の 資源は 

個々の人的資源に 体化されるが ， その個々人が 

チームとして 行動することによって 個々人の総 

和以上の価値を 生む性質を持っている 

円 enrose, 1959; 岡本。 1985]. 無形の経営資源 

を蓄積する主体が 組織であ るというのは ， こう 

した点を指している． 

2, 固定的経営資源としての 技術の移転 

本稿で考察を 加える技術とは ， まさにこうし 

た企業固有の 無形経営資源に 他ならない． ここ 

では，技術を 製品開発，製造プロセスにおいて 

使用されるものと 考え，マーケティンバや 財務 

など他の機能に 関する技能は 除いて考える． こ 

のように限定を 加えても，技術の 中に含まれる 

ものは非常に 多岐にわたる・そこには ，製品設 

計や機械設備などに 体化されたハードの 技術だ 
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けでなく，機械設備を 現場で使いこなす 技能や 

生産管理技術， 品質管理のノウハウなども 含ま 

れる． また， 生産工程の変 ィヒや 異常に対する 処 

理能力 [ 小池， 1987] や製品・工程の 改善能 

力・開発能力も 含めて考えられる． こうした 技 

術は ，企業の国際競争力の 源泉となる．すなわ 

ち， 国境を超えて 技術を活用できることが ， 企 

業の国際的な 競争優位をもたらし それが経営 

成果に反映されてくる． このことは，技術移転 

は 決して最終的な 目標ではなく ， よ り上位の企 

業目標を達成するための 手段であ ることを意味 

する・すなわち ，技術移転は ，企業の長期的な 

存続・成長という 目標を達成するための 手段と 

して位置づけられる．すなわち ，競争優位をど 

のように獲得し 発揮していくのかという 観点、 

から，個別企業は 技術移転を立案・ 実行してい 

くのであ る． 

技術がこのように 固定的経営資源としての 性 

質を持つことから ，企業内技術移転プロセスに 

は，以下の三つの ，性質が生じると 考えられる． 

い ) 長期的な移転プロセス 

第一は，国境を 超えて技術を 移転するために 

はかなりの時間と 努力が必要になるという 点で 

あ る・技術は科学とは 異なり，完全に 普遍的・ 

理論的なものではなく ，長期の事業経験を 通じ 

てはじめて蓄積できる 個別白 9 . 経験的な，性質の 

ものであ る． もちろん，特許のように 文書の形 

で 客観化できる 部分も存在するが ，生産現場の 

品質管理のノウハウや 異常事態に直面した 場合 

の問題解決方法などのように ，完全にはマニュ 

アル化できない 部分も多い． 

したがって，海外子会社がこうした 技術を修 

得するためにも ， やはり直接の 経験の蓄積が 要 

求されると考えられる・そのため ，本国親会社 

に よ る技術指導はかなり 長期間にわたる 可能性 

が高い． 逆にこうした 経験の蓄積が 不十分なま 

まで，安易に 子会社への技術指導を 終わらせて 

現地人社員の 自主経営を進めることは ，競争力 

の低下をもたらすこととなる． こうした形での 

「現地化」は 決して評価できるものではなく ， 

本国側の経営責任の 放棄を意味する． 

完全には客観化できない 技術を移転するため 

には，マニュアルだけに 頼れず， 人的交流を通 

じた密度の濃いコミュニケーションが 不可欠に 

なる． ここでは， 本国と海外との 間のコミュニ 

ケーションをいかに 円滑に行うかが 課題になる   

これは，技術を 送り出す本国側と 技術を受け入 

れる現地側の 双方が取り組む 問題であ る， こう 

した技術指導には 当然にコストがかかるため ， 

現地側が事業経験を 蓄積して技術を 定着させる 

のに伴って現地側の 主体的な経営を 進展させる 

ことが正当化されることは 言うまでもない． 

(2) 継続的な技術移転 

第二は，技術移転は 海外子会社の 設立時に 1 

回 限り行われるものではないという 点であ る． 

これは，技術の 内容が時間とともに 変化するた 

めであ る． 確かに技術は 固定的な経営資源であ 

り，短期間では 増減しない， しかし，事業経験 

を 通じて改善を 積み重ねることで 技術は高度化 

していく． さらに，技術革新を 展開する中で ， 

通常の技術発展の 方向には乗らないような 不連 

続な変化が起きる 可能性まであ る． これは「 脱 

成熟」 という現象で ， その理論的根拠と 現実の 

事例がすでに 提示されている 仏 be,nathy et 

alr 1983; 桑田，新宅， 1986; Shusa and Kuwa- 

da, 1988]. こうした技術改善や 技術開発によ 

って，企業は 環境変化に耐えて 存続・成長して 

いくために必要な 新しい競争優位を 得られる． 

逆に，既存の 技術力に安住してこうした 努力を 

怠ったところは ，環境変化に 直面した際に ，既 

存の競争優位が 陳腐化して苦境に 立つ可能性が 
  
一 、     

このように考えると ，海外子会社の 直面する 

環境が変化した 際に，本国から 新しい技術を 移 

転することはむしろ 自然なことと 考えられる． 

それは，多国籍企業の 中で本国親会社の 保有す 

る 経営資源のウェイトが 大きいという 現状に起 

因する． この ょう なところでは ，環境変化の 中 

で競争力を維持・ 向上するための 技術開発にお 

ける本国親会社の 責任はそれだけ 大きいと言え 
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る ． 逆に本国側が 海外に新たに 移転できる技術 

を開発できないようでは ，競争力を維持できな 

くなる可能，性が 高い． 

このような本国から 海外子会社への 継続的な 

技術移転は，長期的なプロセスであ り，それを 

捉えるためには ，当然，長期的な 視点が不可欠 

であ る． 

(3) 海外子会社の 技術のバローバルな 活用 

第三は，海外子会社の 側が事業経験を 通じて 

独自の技術を 蓄積しそれが 他の事業拠点に 移 

転される可能，性があ るという点であ る．事業経 

  験を通じて独自の 技術を蓄積するのは ，本国親 

会社に限られるわけではない．海外子会社の 側 

も自らの努力によって 技術の改良・ 開発を行う 

可能，性があ る． こうして蓄積された 技術は基本 

的に現地で活用され ，現地における 競争優位が 

より堅固なものとなっていく． しかし， その中 

の一部は国境を 超えて活用され ，そこでの競争 

力 を向上させるということもあ りうる [ShuSa 

and  Kuwada, 1988; 吉原， 1992a].  この点は， 

多国籍企業のグローバル 戦略に関する 仝日の議 

論の中の大きな 主題になっている 旧 artlett 

and  Ghoshal, 1989]. 

この ょ うな海外子会社からの 技術移転を考え 

るためには， やはり技術移転を 子会社設立時に 

限定するのではなく ，長期的・動態的なプロセ 

スとして取り 扱う必要があ る． 

Ⅲ．韓国・台湾における 日系部品。 メ 一ヵ一の抜 

術 移転 

本節では，前節で 示した枠組みに 即して，現 

実の企業内技術移転がどのように 説明できるの 

かを示す・筆者は ， 1991 年に東京大学大学院の 

曹 斗 蛮民と共同で ，韓国・台湾に 進出した一般 

電子部品メーカーと 自動車部 R 。 メーカー 12 社の 

調査を行った 2). 以下の議論はその 調査結果に 

基づいている． 

調査対象の韓国・ 台湾子会社 23 社の中で， 

1960 年代に進出したところが 7 社， 1970 年代に 

進出したところが ml 社あ る． この点では，前節 

で 論じた技術移転の 長期的プロセスを 見るだけ 

の時間的長さは 備えていると 言えよう・ 

1 . 人的交流を通じた 技術指導 

調査対象の韓国・ 台湾子会社の 競争優位は ， 

基本的に日本本社から 移転された技術によって 

いる． 日本からもたらされる 技術は，製品図面 

や作業マニュアルなどの 文書の形や日本で 製造 

された機械設備を 直接導入する 形で伝えられる   

しかし 日系企業の技術導入では ，人の交流を 

通じた技術指導が 果たす役割を 軽視することは 

できない． これには， 日本人を現地に 派遣して 

指導を行 う 方法と，現地人を 日本に招いて 研修 

させる方法とがあ り， どちらも活発に 展開され 

ていた． 

こうした人的交流に よ る技術指導が 特に活発 

に行われるのは ，海外子会社の 操業開始当初で 

あ る， 電子部品メーカ 一の A 社は，韓国子 会 

社の設立後 2 一 3 年の間に ， 述べ 200 名の日本 

人を韓国に派遣し 述べ 100 名の韓国人従業員 

を 日本で研修させた． また， G 社は， 韓国子 

会社の立ち上げの 際に， 日本から作業現場の 係 

長 クラスの人を 半年から 3 年ほど派遣してきめ 

細かい指導に 当たる一方，韓国から 12 一 13 名の 

作業員を日本に 招いて半年から 1 年くらいかけ 

て研修を実施した． また， 自動車部品 メ 一ヵ 一 

H 社も，韓国子会社の 設立当初は，毎年 7 一 

8 名の日本人が 韓国を訪れ，韓国子会社から 10 

名ほどを日本に 派遣させていた．双節で 触れた 

よ うに，技術には 完全には客観化できない 部分 

があ ることを考えれば ， こうした人的交流の 果 

たす役割は大きいと 言える． 

このように，調査対象企業では 人的交流が活 

発に行われていたが ，その実態をさらに 観察し 

てみると，以下の 点が興味を引く・ 

第一は， 日本人を現地に 派遣して技術指導を 

行うよりも，現地人を 日本で研修させた 方が成 

果が大きいという 指摘が多かったという 点であ 

る ． 第二は，管理者・ 技術者クラスだけではな 

く ，現場の係長や 一般作業員クラスまで 交流が 
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盛んに行われ ，それによる 成果を出していると 

いう点であ る・前述の A 社は，韓国で 外貨統 

制政策による 海外渡航の厳しい 制限があ った時 

期から一般作業員の 日本での研修を 実現するた 

めの努力を続けていた． また， D 社の韓国子 

会社は，管理職だけを 日本に派遣しても 目に見 

える成果が現れなかったが ，現場の作業員 ( 高 

卒 ) を初めて日本に 派遣したところ ， 30% もの 

生産，性の向上が 見られたということであ る， 

以上の 2 点は，技術が 実際の経験を 通じては 

じめて修得できる 固定的資源であ ることに起因 

する・技術がこのような 性質を持っために ，実 

際に技術が使用されている 日本の作業現場で 

O 、 TT を実施することの 効果が大きいのであ る． 

また， こうした生産現場の 能力は完全には 個々 

人の技能に分解できず ，チームとして 技術を保 

有しているという 性質が強 い ． この点も，少数 

0 日本人が現地で 指導するよりも ，現地人を日 

本の現場に入れることの 意味が大きい 理由であ 

ろう・ そして， こうした現場に 蓄積された技術 

を修得するためには ， 同種の作業をしている 一 

股 作業員を日本に 派遣することが 大きな意味を 

持つ・彼らは ，現地で同種の 作業の経験を 持つ 

ため，管理職よりも 日本の作業方法に 対する理 

解が早いのであ る． 

第三は， 人的交流によるコミュニケーシ " ン 

の手段として 日本語の果たす 役割が意外に 大き 

いという点であ る． このことは， 人的交流を行 

う上で言語上の 障壁が深刻な 問題になったとこ 

ろが少ないということを 意味する． これは， 現 

他人の側が日本語の 能力向上の努力をしている 

結果であ る．経営者の 昇進試験や査定の 項目に 

日本語の能力を 入れているところも 2 社あ った 

が，多くは自発 自 りな意志に任せていた・ただし 

会社の側で日本語教育の 機会を設けているとこ 

ろは多かった・ この点は，他地域での 日本語の 

使用状況と比較してみる 価値のあ る問題かもし 

れない [ 吉原， 1992 Ⅱ   

2. 合弁パートナ 一の選定 

今回の調査対象子会社 23 社中の 15 社は，現地 

資本との合弁事業であ る 3,. この合弁パート 

ナ一の選定基準に 関しても大きな 特徴が見られ 

る ． 

泰 - 1 の合弁パートナ 一の選定基準について 

のアンケート 調査結果を見ると ， パートナ一の 

保有する資金力や 販売方などの 経営資源に注目 

したところはほとんどなく ，技術や日本に 対す 

る 理解度を重視したところが 多い． これは，経 

営者のモノの 考え方を重視しているということ 

であ る． インタビュ一の 記録と併せて 考えると， 

そこでは長期的な 協力関係の構築・ 維持が可能 

かどうかという 点が重視されていると 言ってよ 

い． これは，前節で 述べた よう に技術移転が 長 

期的プロセスであ ることを反映したものであ る   

それだけに。 現地側がどれだけこうした 技術移 

転の本質を理解しているかという 点を重視した 

と考えられる． 

具体的な合弁相手を 見ると，大企業と 手を組 

んだところは ，両国とも 1 社ずつにとどまる． 

これは，意識的な 選択の結果であ る・すなわち ， 

現地の大企業は 組立部門が中心で ，部品技術に 

関する技術的な 知識や理解がないにもかかわら 

ず，傘下の部品メーカ 一の経営に過度に 干渉し 

しかもその姿勢に 長期的な一貫性がな い ことを 

敬遠したということであ る 4,. 反対に，規模は 

表 -1  合弁パートナ 一の選定基準 

筆者らによる 日本本社に対するアンケート 調査の結果 
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小さくとも， 日本の大学の 出身者や在日の 人が 

経営している 企業や日本企業と 取引関係のあ っ 

たところをパートナ 一に選んでいるところが 非 

常に多い・ こうしたところは ， 日本企業の技術 

の蓄積方法に 関する理解がしっかりしている 点 

が 評価されたのであ る   

3, 現地における 環境変化と製品の 入れ替え 

韓国・台湾は ， 1980 年代後半に大きな 環境変 

化に直面した． 賃金水準が大幅に 上昇したのに 

加えて，為替レートが 引き上げられた 結果，両 

国ではかつてのように 労働集約的な 低価格製品 

を生産しているだけでは ，事業の存続・ 成長が 

期待できなくなった． この他にも政治運動の 激 

化とそれに結びっ い た労働争議の 影響力も無視 

できない． 

こうした環境変化に 伴 い ，撤退したり ，他の 

国に拠点を移した 企業も少なくないが ，今回の 

調査対象企業は 両国での事業活動を 持続してい 

る・ このようなことが 可能であ ったのは，環境 

変化に対応して 両国で生産する 製品の種類を 入 

れ替えたということが 大きく寄与している．す 

なわち，技術的により 高度で付加価値の 高い製 

品を新たに追加することで ， こうした環境変化 

の中で生存していくことに 成功したのであ る． 

これは，現地の 環境変化に対応するために 本国 

から継続的な 技術移転が行われたことに 体なら 

ない． 

新たに追加される 製品に関しては ，次の三つ 
の パターンが見られる ， 

第一は ， 同じ用途・機能を 持っ部品について 

小型化を進めたり ，素材を変えたりして 技術的 

な 高度化を進めるというパターンであ る．一般 

電子部品では 同じ部品でも 小型化が急速に 進ん 

でいる・ 自動車部品でも ， ラジエータ一の 素材 

が銅からアルミニウムに 切り替わるなどの 変化 

が 見られる． 

第二は，部品の 複合化・ユニット 化の進展で 

あ る・一般電子部品では ，表面実装技術などの 
工程技術の進歩に 伴って，部品のチップ ィヒ ・ 複 

合 化が進展した・ これが，韓国・ 台湾にも盛ん 

に導入されるようになった． 自動車部品でも ， 

L 社などが部品のコンポーネント 化を進めてい 

る． 

第三は，従来生産していなかった 製品ロライン 

を 新たに導入するという 水平的な製品転換であ 

る・一般電子部品では ，現地のエレクトロニク 

ス産業の構造転換に 伴って新製品の 追加が実施 

されている・ A 社の台湾子会社では ，家電・ 

音響製品からコンピュータ 関連製品に台湾の 電 

機産業のウエイトが 移ったのを受けて ， 日本で 

も生産していないコンピュータ 用キーボードの 

生産を開始した・ 自動車部品では ，現地の自動 

単産業の発展を 受けて製品を 追加したケースが 

多い・ J 社の台湾子会社は ， 1980 年代に入って 

二輪車用の部品に 加えて四輪車用の 部品の生産 

を開始した． 

このような製品の 入れ替えが可能であ った 第 

一の理由は， 日本の本社の 側に新しい技術を 生 

み出す能力があ ったということであ る，逆に言 

えば，現地側の 能力だけでは 製品の高度化を 実 

現することはできず ，撤退に追い 込まれてしま 

っ たであ ろう・仝日の 多国籍企業の 競争戦略の 

議論では，海覚子会社の 能力が強調される 傾向 

があ るが 阻 artlettand Ghoshal, 1989], 現実 

には本国親会社の 能力への依存はきわめて 大き 

いのであ る． 

第二に，新製品の 導入のタイミングを 図る上 

で，日本人派遣社員が 大きな役割を 果たしたと 

いう点を指摘できる・ 彼らは， 日本本社の持つ 

技術，現地の 環境条件，現地子会社の 技術吸収 

能力を総合的に 評価できる，いわば 情報のゲー 

ト・キーパーとしての 役割を果たしたと 言える   

しかし こうした人に 頼る方法は，海外事業の 

規模が小さい 間は有効であ っても，海外事業の 

規模や海外で 生産する製品の 広がりが大きくな 

った 場合には問題が 生じると考えられる．その 

場合には，組織や 管理システムの 面でより 精級 

な対応が求められてくるであ ろう． 
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4. 海外子会社の 技術の他の事業拠点への 波及 

前項では，現地子会社の 技術の高度化に 関し 

ては日本の本社の 貢献が大きいという 点を指摘 

した． しかし， このことは現地子会社が 独自の 

技術の蓄積を 行ってこなかったということを 意 

抹 しているわけではない・ 現地子会社 は ，製品 

設計の変更や 生産設備・作業方式の 改善などの 

形で独自の成果を 出しており， それによって 現 

地の競争力の 向上に貢献している・ そして， そ 

の 成果の中には 国境を超えて 活用されているも 

のもあ る． 

第一に，現地で 行われた作業方式や 設備・工 

具の改善の成果が 他の事業拠点でも 有効に活用 

されたケースがあ る． C 社の台湾子会社では ， 

従来はピンセットで 装着していた 部品を手で装 

着する方式を 考案した結果，品質面で ク ) 悪影響 

を出さずに生産性を 30% 向上させることに 成功 

した． この方式を他の 拠点でも活用して 成果を 

出しているという． 日本では，技術進歩が 速く 

海外で改善の 成果が出るころには 技術体系が次 

の世代に移ってしまうため ， なかなかこうした 

成果を導入できないでいるが ，他の国の拠点に 

は導入されて 成果を出している． B 社や C 社 

では海外に技術指導に 赴く日本人技術者に 対し 

て，現地の作業現場を 観察して他の 拠点に導入 

できるような 改善の成果を 見つけるよ う に指示 

を 出していた   

第二に ， 他の海外生産拠点に 対する技術指導 

を韓国・台湾子会社の 人材が行ったというケー 

スがあ る・ B 社の韓国子会社は ， フィリピン子 

会社の創業時の 技術指導を担当した 実績を持っ 

ている・ これは， すでに日本で 生産を中止した 

製品の生産を 韓国から移管したため ，製品ロ 0 段 

計 技術や生産技術が 韓国にしか残っていなかっ 

たためであ る・つまり，技術蓄積の 場が日本か 

ら韓国に移った 結果であ る． 

このような現地子会社の 技術力は ， 決して最 

近の多国籍企業の 戦略論が強調する よう に 

旧 artlettandGhoshal, 1989], 本国親会社の 能 

力に匹敵するわけではない． しかし現地子 会 

社 が本国親会社にはない 独自の能力を 獲得して， 

国境を超えた 競争力を高める 上で貢献したこと 

は確かであ る． ただし ここまで能力を 向上さ 

せるまでには ，長期間にわたる 事業経験の蓄積 

が 必要であ ったのは言うまでもない． それは， 

前記の B 社と C 社の子会社がいずれも 20 年の 

事業経験を持っているということで 示されてい 

る， 

Ⅳ ， 結びに代えて 

本稿では，技術を 企業固有の固定的経営資源 

として捉え，その 国境を超えた 企業内移転がど 

のように行われるのかを 検討してきた． ただし 

本稿で取り上げた 問題は，技術移転プロセスの 

一部の問題にすぎず ，触れられなかった 課題は 

多い． 

第 - に，技術の内容の 問題があ る．一言で無 

形の経営資源であ る技術といってもその 内容は 

多様であ る [ 安保 他 ， 1991]. 製品設計や機械設 

備に体 ィヒ された技術とマニュアル 化できない技 

能やノウハウとが 区別されるだけでなく ，後者 

の中にも現場の 作業知識，生産管理技術， トラ 

ブルに対処できる 能力，製品・ 工程の改善能力 

などの，性格の 異なるものが 混在している． この 

中のどの部分が 企業の根源的な 競争優位の源泉 

となっているのかという 点を明らかにしなけれ 

ば，技術移転の 問題は議論できない・ 競争優位 

との結び付きの 弱 い 部分に関しては ，海外への 

移転が深刻な 問題にならないからであ る・ また， 

競争優位と結び ィサく 技術の中でも ，現地への定 

着が円滑に速やかに 行えるものとそうではない 

ものがあ ることも十分に 考えられる． こ う なる 

と，技術移転・ 定着は一度に 行われるものでは 

なく，段階を 経て進行していくことになるであ 

ろう． 

第二に，技術移転は 必ずしも順調に 進むわけ 

ではないという 問題があ る． 本国と海外とでは 

事業環境が異なるため ， 本国の経営方式や 管理 

- ンステムがそのまま 通用するとは 限らない． こ 

のことは，現地子会社が 修得・蓄積する 技術の 
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内容にも影響を 及ぼし場合によっては ，技術 は 組織学会リサーチワークショップの 研究資金 

移転に対する 深刻な障害となる． また，本国 親 

会社の側のポリシⅠ戦略，人材育成策などの 

中に，海外への 技術移転を妨げる 問題が含まれ 

ているのかもしれない． こうした要因にはどう 

いうものがあ るのか， そして，企業はこれらの 

障害をどのように 克服しようとしているのかを 

明らかにすることも 技術移転プロセスの 解明に 

は不可欠であ る． 

第三に，技術移転の 現地への波及効果の 問題 

があ る． この問題も， さまざまな側面から 考え 

ることができるが ，企業の競争優位の 観点から 

関心を引かれるのは・ 現地で下請・ 関連 メ一 

カー をどのように 育成していくのかという 点で 

あ る・ これに成功して ，取引を行っている 周辺 

メーカーが技術力を 向上させてくれば ，他社の 

模倣が困難な 産業クラスターを 構築したことに 

なり， それだけ企業の 競争優位が堅固なものに 

なる [Porter,1990;Kogut,1991].  したがって ， 

海外子会社への 技術移転は，子会社レベルを 超 

えて外部に波及する 可能性まで検討する 必要が 

あ る． 

筆者らが実施した 韓国・台湾の 日系部品 メ 一 

ヵ一の調査では ， こうした問題に 対しても取り 

組んだ・その 詳細については ，稿を改めて 論じ 

てみたい． 

ぅ
主
 1) 1993 年版ジェトロ 白書・投資 編 『世界と日本の 

海外直接投資』による． 
2) 調査対象企業は 1 社を除き，韓国と 台湾の双方 

に事業拠点を 有する企業であ る． また， 1 社を 
除くと， いずれも一部上場企業であ り，所属す 
る産業内では 大手企業に属する．調査方法とし 
ては，経営者の 方へのインタビュ 一調査とアン 

ケート調査とを 併用した． 12 社すべての日本本 

社を訪問するとともに ，韓国子会社 9 社と台湾 
子会社 ml 社とを訪問した．現地での 聞き取りは， 

現地に派遣された 日本人経営者からの 聞き取り 
が王であ る・ さらに， 日本本社の経営者と 韓 

国 ・台湾子会社の 日本人経営者を 対象としてア 
ンケート調査を 実施し それぞれ 9 社， 5 社， 

W0 社から回答を 得た．以下の 記述はこの調査結 
果の一部であ る・ なお， この調査の資金の 一部 

によっている   

3) なお，他にも ，現在は日本側の 完全所有であ る 
が，設立当初は 現地資本との 合弁事業であ った 
ところが 1 社あ る． 

4) この問題は，財閥系大企業が 経済を支配して ぃ 

る韓国の方がより 顕著に現れる． もう一点， 財 
閥系 企業と提携した 場合の問題点を 指摘すると， 

取引関係が財閥系列に 限定されて生産量拡張が 
それだけ制約されるという 点があ げられる   
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